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(57)【要約】
【課題】長波標準電波を用いて遠隔校正を行なう場合に
、種々の擾乱を受けるが、校正のための測定値が適正か
どうか判別できるようにする。
【解決手段】周波数標準となる標準電波を送信する送信
機と、標準電波を受信する受信機と、を備え、受信した
標準電波で被校正装置を校正する。送信機は、標準電波
を位相変調する位相変調器を備え、受信機は、受信した
位相変調波から変調信号を検出する復調器と、変調信号
を発生する変調信号発生器と、受信機で検出した変調信
号と変調信号発生器からの変調信号とを比較する比較器
と、受信機から比較器で検出した変調信号を伝送する伝
送路と、変調信号発生器から比較器に変調信号を伝送す
る伝送路と、を備える。特に、比較器は、受信機で検出
した変調信号と変調信号発生器から信号との比較によっ
て、被校正装置の校正時間内の標準電波の送受信の良否
を判定するための比較データを出力する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
周波数標準となる標準電波を送信する送信機と、
上記標準電波を受信する受信機と、を備え、
受信した標準電波から生成した信号で被校正装置を校正する周波数校正装置において、
　上記送信機は、送信する標準電波を変調信号で位相変調する位相変調器を備え、
　上記受信機は、受信した位相変調波から上記変調信号を検出する復調器を備え、
さらに
　上記変調信号を発生する変調信号発生器と、
　上記受信機で検出した変調信号と上記変調信号発生器からの変調信号とを比較する比較
器と、
　上記受信機から上記比較器に検出した変調信号を伝送する伝送路と、
　上記変調信号発生器から上記比較器に上記変調信号を伝送する伝送路と、
を備え、
　上記比較器は、上記受信機で検出した変調信号と上記変調信号発生器からの変調信号と
の比較によって、上記被校正装置での校正時間内の上記標準電波の送受信の良否を判定す
るための比較データを出力することを特徴とする標準電波を利用した遠隔周波数校正装置
。
【請求項２】
　上記の位相変調器は、上記標準電波の複数の周期に渡って位相を遅らせるものであり、
さらに、
上記復調器は、位相を調整された時間帯を抽出するものであり、
上記比較器は、位相を調整された部分の送信時刻と受信時刻とを比較するものであること
を特徴とする請求項１に記載の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置。
【請求項３】
　上記の位相変調器は、調整した位相を補償する調整を校正時間内に行なうことを特徴と
する請求項２に記載の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置。
【請求項４】
　上記変調信号発生器は、ランダム符号信号を発生するものであり、
　上記復調器は、受信したランダム符号信号を復調するものであり、
　上記比較器は、上記変調信号発生器からのランダム符合信号と、上記復調器からのラン
ダム符号信号とを比較して、比較結果を出力するものであることを特徴とする請求項１に
記載の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置。
【請求項５】
　上記変調信号発生器は、発生した変調信号あるいは該変調信号の特徴を、少なくとも校
正時間帯が経過するまで保持する記憶手段を備えることを特徴とする請求項４に記載の標
準電波を利用した遠隔周波数校正装置。
【請求項６】
　上記変調信号発生器は、予め決められた符号に従って変調信号を発生するものであるこ
とを特徴とする請求項１に記載の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置。
【請求項７】
　上記の予め決められた符号は、何らかの伝送手段で受信機側に伝送されることを特徴と
する請求項６に記載の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置。
【請求項８】
　上記標準電波は、３００ｋＨｚ以下の周波数の電波であることを特徴とする請求項１か
ら請求項７の何れか一つに記載の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置。
【請求項９】
　上記標準電波は、時刻情報で振幅変調した電波であることを特徴とする請求項１から請
求項８の何れか一つに記載の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置。
【請求項１０】
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　上記復調器は、受信した標準電波から生成した信号と、被被校正装置からの信号の位相
を比較する位相比較器であることを特徴とする請求項１から請求項９の何れか一つに記載
の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、周波数標準器からの信号から生成した標準電波を、その遠隔地において受
信し、復調した周波数標準器の信号と被校正装置の発振器の信号との比較を行うことで、
周波数標準器からの遠隔地にある発振器の校正を行うものであって、特に、上記比較によ
って得られる校正値が適正なものであることを確認することが可能な、標準電波を利用し
た遠隔周波数校正装置に関している。
【背景技術】
【０００２】
　ＧＰＳ衛星を利用して周波数の遠隔校正ができるＧＰＳ時刻・周波数同期受信機や、長
波標準電波を受信して高精度な原子時計に同期した時刻信号および周波数基準信号を生成
・出力するＪＪＹ時刻・周波数同期受信機などは、既に市販（例えば、日本通信機株式会
社）されている。
【０００３】
　これらの受信機の受信する電波は、長距離の空間伝搬を経て受信されるので、伝搬路に
おける擾乱が問題になる場合がある。
【０００４】
　たとえば、ＧＰＳ衛星からの電波の周波数は、約１．５ＧＨｚであって、直線性に優れ
ておりマルチパスの影響を受けづらい、また、大気中の伝搬距離を長波標準電波に比べて
より短くできその影響をより小さくできる、などの利点がある。しかし、例えば、飛行機
や鳥の群れ、激しい降雨などによって擾乱を受けやすい。
【０００５】
　また、長波標準電波の場合は、その周波数は４０ｋＨｚおよび６０ｋＨｚであり、地表
波については、安定な伝搬特性が得られることが知られている。また、建造物の内部への
侵入距離が大きいことから、室内アンテナでも受信できるという利点がある。しかし、雷
雲の発生や地電位の変動による雑音や、電離層変動に伴う擾乱あるいは伝搬路の変化よっ
て発生するサイクルスリップなどが問題になる。
【０００６】
　一般に、高精度の校正を行う場合は、信号受信が長時間にわたり、その間の擾乱による
校正ミスがないことを確認することは困難である。
【０００７】
　本発明では、長波標準電波を用いて周波数の遠隔校正を行なうことを想定し、その校正
時間中に伝搬路から受ける擾乱を、受信側で正しく検出できているかどうかを確認するた
めの操作を行なうものである。その操作は、送信側で送信する標準電波の位相を故意にず
らす操作を行ない、受信側でその位相のずれを正しく検出することを確認するものである
。この確認の結果から問題ないと判断できれば、上記の遠隔校正で得られた結果が被校正
装置に適用すべき校正値である、と判断できる。
【０００８】
　従来の計量機器の遠隔校正に関する技術として、特許文献１（特開２００４－３２６６
７１号公報）には、精密計測を行うための基準量を遠隔供給することにより、被校正機関
あるいは産業界の利用者の現場における遠隔校正、および、その認証を行う、計量機器の
遠隔校正システム、および、計量機器の遠隔校正方法が開示されている。これは、計測標
準量を通信に適したパラメータに変換し、あるいは通信に適したパラメータとして生成し
て遠隔地（２）に送り、あるいは通信に適しない場合は輸送に適した形態の計測標準量に
して遠隔地（２）に送り、到着した地点において計測標準に復元することにより校正を可
能ならしめ、その結果を認証するものである。
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【０００９】
　また、特許文献２（特開２００７－９３３２３号公報）には、計量標準分野において精
密計測を行うための基準量を遠隔供給することにより、遠隔校正および認証を可能とする
、遠隔校正方法及び方式が開示されている。これは、上位の計測標準機関が計測の基準と
なる参照標準を仲介器によって遠隔地にある下位の標準機関に送り、到着した下位の標準
機関において計測標準に復元することにより校正を可能ならしめ、その結果を上位の計測
標準機関が認証するものであり、下位の標準機関の持つ計測機器の計測の標準が、上位の
計測標準機関の参照標準にトレースして、かつその計測機器のもつ不確かさを上位の計測
標準機関が検証して、適切な範囲にあるならば、その計測機器の測定値が校正されたもの
であることを上位の計測標準機関の責任において証明するものである。
【００１０】
　また、特許文献３（特開２００７－２６３９７７号公報）には、精密計測を行うための
基準量を遠隔供給することにより、被校正機関あるいは産業界の利用者の現場における遠
隔校正、および、その認証を行う、計量機器の遠隔校正システム、および方法が開示され
ている。これは、計測標準量を、通信に適したパラメータに変換し、あるいは通信に適し
たパラメータとして生成して遠隔地（２）に送り、あるいは通信に適しない場合は輸送に
適した形態の計測標準量にして遠隔地（２）に送り、到着した地点において計測標準に復
元することにより校正を可能ならしめ、その結果を認証するものである。
【００１１】
　しかし、上記特許文献１から３においては、伝送、輸送あるいは復元したものが、校正
標準として適切なものかどうかを確認するものではないので、明らかに本発明とは異なる
ものである。
【００１２】
【特許文献１】特開２００４－３２６６７１号公報
【特許文献２】特開２００７－９３３２３号公報
【特許文献３】特開２００７－２６３９７７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　長波標準電波を用いて遠隔校正を行なう場合に、雷雲の発生や地電位の変動による雑音
や、電離層変動に伴う擾乱あるいは伝搬路の変化よって発生するサイクルスリップなどの
問題が発生するが、校正のための測定値が適正なものかどうか判別できるようにする。
【発明の効果】
【００１４】
　この発明によって、標準電波を用いて周波数の遠隔校正を適正に行なうことが可能にな
るので、校正に際して被校正装置を運搬するという作業を省くことができるようになる。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明は概略、周波数標準器からの信号から生成した標準電波を利用した遠隔周波数校
正装置であり、高い周波数精度で送信されている標準電波を、標準信号発生器から見た遠
隔地において受信し、復調した周波数標準器の信号と被校正装置の発振器の信号と位相比
較を行うことで、周波数標準器からの遠隔地にある発振器の校正を行うものであり、特に
、空間伝搬時に受ける雑音による位相の乱れや電離層変動に伴う擾乱によって発生するサ
イクルスリップなどによる不適格校正を避けるための構成を備えるものである。
【００１６】
　本発明の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置は、周波数標準となる標準電波を送信
する送信機と、上記標準電波を受信する受信機と、を備え、受信した標準電波から生成し
た信号で被校正装置を校正する周波数校正装置に属するものである。より詳細には、上記
送信機は、送信する標準電波を変調信号で位相変調する位相変調器を備え、上記受信機は
、受信した位相変調波から上記変調信号を検出する復調器を備え、さらに上記変調信号を
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発生する変調信号発生器と、上記受信機で検出した変調信号と上記変調信号発生器からの
変調信号とを比較する比較器と、上記受信機から上記比較器に検出した変調信号を伝送す
る伝送路と、上記変調信号発生器から上記比較器に上記変調信号を伝送する伝送路と、を
備える。特に、上記比較器は、上記受信機で検出した変調信号と上記変調信号発生器から
の変調信号との比較によって、上記被校正装置での校正時間内の上記標準電波の送受信の
良否を判定するための比較データを出力するものである。
【００１７】
　また、上記の位相変調器は、上記標準電波の複数の周期に渡って位相を遅らせるもので
あり、さらに、上記復調器は、位相を調整された時間帯を抽出するものであり、上記比較
器は、位相を調整された部分の送信時刻と受信時刻とを比較するものである。
【００１８】
　また、上記の位相変調器は、調整した位相を補償する調整を校正時間内に行なうことで
、構成時間内の総周波数が変わらないようにするものである。
【００１９】
　また、上記変調信号発生器は、ランダム信号を発生するものであり、ランダム信号に従
って変調し、上記復調器は、受信信号からしたランダム信号を復調するものであり、上記
比較器は、上記変調信号発生器からのランダム信号と、上記復調器からのランダム信号と
を比較して、比較結果を出力するものである。
【００２０】
　上記変調信号発生器は、発生した変調信号あるいは該変調信号の特徴を、少なくとも校
正時間帯が経過するまで保持する記憶手段を備えるもので、その経過まで外部出力を控え
て秘匿するものである。
【００２１】
　また、上記変調信号発生器は、例えば公開されるなどして予め決められた符号に従って
変調信号を発生するものである。これによって、受信機側だけで校正のための測定値が適
正かどうかを判断することができる。
【００２２】
　また、上記の予め決められた符号は、公衆回線などの何らかの伝送手段で受信機側に伝
送されるものである。この伝送によって、送信した変調データと受信した変調データとを
比較することができる。この比較の結果を、上記の伝送手段で、受信側に送付することで
、校正の認証を行なうことが出来る。
【００２３】
　また、伝搬特性の安定の点から、上記標準電波は、３００ｋＨｚ以下の周波数の電波で
ある。
【００２４】
　また、上記標準電波は、時刻情報で振幅変調した電波であってもよい。この場合は、現
在の電波時計用の標準電波を用いることになる。
【００２５】
　上記復調器は、受信した標準電波から生成した信号と、被校正装置からの信号の位相を
比較する位相比較器である。これは、被校正装置の発振周波数の安定度が充分に高い場合
に可能な構成であり、回路構成が簡素であるという長所がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下に、この発明の実施の形態を図面に基づいて詳細に説明する。以下の説明において
は、同じ機能あるいは類似の機能をもった装置に、特別な理由がない場合には、同じ符号
を用いるものとする。
【実施例１】
【００２７】
　図１に、本発明の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置の例を示す。標準電波送信機
１０では、まず、周波数特定標準器１にトレースされた周波数標準器１１を元にした周波
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数確度が明確な標準信号を生成する。
【００２８】
　この標準信号の位相を位相調整器１２を用いて、調整信号発生器２２からの信号に従っ
て、上記標準信号の複数周期でその位相を進める（あるいは遅らせる）。位相が進んだ（
あるいは遅れた）状態をしばらく維持した後、その進み（あるいは遅れ）を補償するため
上記とは逆の位相調整を行なう。ここで、複数周期で上記位相を進めるのは、上記標準信
号の帯域幅を狭く維持するためである。位相調整器１２は、よく知られた位相変調器で実
現できる。また、この位相調整は、周波数標準器１１で周波数特定標準器１をトレースす
る際に行なってもよい。このように位相調整された信号は送信機１３から送信される。こ
の送信の前で、時刻情報で振幅変調するようにしてもよい。
【００２９】
　送信された電波は、校正端末３０の受信機３３で受信する。受信機３３では、時刻情報
の復調と搬送波の抽出を行なう。但し、時刻情報の復調は、必要が無い場合は、行なわな
い。位相比較器３２では、受信機３３からの搬送波と被校正装置２からの信号の位相を比
較する。
【００３０】
　この比較の結果をデータ取得装置３１で累積し、時系列データとして記録する。この時
系列データは、通信回線２３を介して比較器２１に伝送する。
【００３１】
　一般に、被校正装置の特性は、標準電波の周波数から時間的に一様にずれたものであり
、乱雑にずれたものではない。このため、上記時系列データは、正しく受信された場合、
図２に示す様に、累積した位相差が位相の調整期間に相当する間だけ位相調整量に相当す
る分平行移動する。しかし、上記の様に、雷雲の発生や地電位の変動による雑音や、電離
層変動に伴う擾乱あるいは伝搬路の変化よって発生するサイクルスリップなどの影響を受
けた場合には、上記の位相の調整期間や位相調整量に関して、送信データと一致しなくな
る。
【００３２】
　このような、送信データである調整信号発生器２２からの信号と、受信データであるデ
ータ取得装置３１からの信号とを比較器２１で比較する。比較器２１の結果は、校正結果
として出力する。
【００３３】
　また、調整信号発生器２２から、その調整信号あるいはその調整信号の特徴を持った調
整信号データを出力する。この出力は、校正期間中は秘匿しておき、上記校正結果の出力
とともに出力する。あるいは、送信に先立って公開しておく。このように秘匿する場合は
、送信側で校正成績書の発行を行なうことができる。つまり、受信データから位相変化の
量及び時刻を解析することで、正しく標準電波を受信していたことを確認することができ
るため、安全に証明を行うことができる。また、公開する場合は、これを利用することで
、位相比較器が正しく動作しているかの受信側のみで自己校正を容易に行なうことができ
る。
【実施例２】
【００３４】
　図１に示す構成は、図３に示す様に回路をデジタル化することで、より簡単なものにす
ることができる。
【００３５】
　標準電波送信機４０では、まず、周波数特定標準器１にトレースされ周波数確度が明確
な標準信号を生成するために、周波数特定標準器１からの信号をアナログデジタル（ＡＤ
）変換器４１でデジタル信号に変換する。このデジタル信号の位相を位相調整器４２で調
整する。この調整量は、調整信号発生器５２からの信号で制御する。位相を調整されたデ
ジタル信号は、デジタルアナログ（ＤＡ）変換器４３でアナログ信号に変換する。このア
ナログ信号を送信機４４で送信する。また、時刻情報を同時に送信する場合は、ＤＡ変換
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器４３の前段でデジタル信号に振幅変調に相当する演算を行なう。あるいは、ＤＡ変換器
４３の後段でアナログ信号に振幅変調を行なう。
【００３６】
　ここで、位相調整器４２による位相の調整は、校正期間中に複数あることが望ましい。
また、位相調整量あるいは送信位相の調整期間の長さは、それぞれ異なることが望ましい
。さらに、位相調整量や送信位相の調整期間の長さは、ランダム発生器からのランダム信
号によって決められることが望ましい。これは、調整信号発生器５２にランダム信号発生
器を設けることで実現できる。
【００３７】
　送信された電波は、校正端末６０の受信機６５で受信する。受信機６５では、時刻情報
の復調と搬送波の抽出を行なう。但し、時刻情報の復調は、必要が無い場合は、行なわな
い。位相累積器６３では、受信機６５からの搬送波の位相の時間累積を行なう。同様に、
位相累積器６４は被校正装置２からの信号の位相の時間累積を行なう。位相累積器６３と
位相累積器６４の差を位相差演算器６２で算出する。
【００３８】
　この位相差演算器６２の出力を時系列記録器６１で時系列データとして記録する。この
時系列データは、通信回線２３を介して比較器５１に伝送する。
【００３９】
　比較器５１では、調整信号発生器５２からの信号と時系列記録器６１からの信号を比較
する。比較器２１の結果は、校正結果として出力する。
【００４０】
　また、実施例１と類似であるが、調整信号発生器５２から、その調整信号あるいはその
調整信号の特徴を持った調整信号データを出力する。この出力は、校正期間中は秘匿して
おき、上記校正結果の出力とともに出力する。あるいは、送信に先立って公開しておく。
【００４１】
　図３の各ブロックの制御は、送信側、受信側に関して、それぞれ送信側制御器７１、受
信側制御器７２が行う。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　上記に於いては、長波帯電波での遠隔校正を説明したが、中波帯から極超短波帯での電
波を用いても、上記と同様に遠隔校正が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００４３】
【図１】本発明の標準電波を利用した遠隔周波数校正装置の例を示すブロック図である。
【図２】累積位相差が位相の調整期間に相当する間だけ位相調整量に相当する分平行移動
することを示す図である。
【図３】デジタル回路化した標準電波を利用した遠隔周波数校正装置の例を示すブロック
図である。
【符号の説明】
【００４４】
　１　周波数特定標準器
　２　被校正装置
　１０　標準電波送信機
　１１　周波数標準器
　１２　位相調整器
　１３　送信機
　２１　比較器
　２２　調整信号発生器
　２３　通信回線
　３０　校正端末
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　３１　データ取得装置
　３２　位相比較器
　３３　受信機
　４０　標準電波送信機
　４１　アナログデジタル（ＡＤ）変換器
　４２　位相調整器
　４３　デジタルアナログ（ＤＡ）変換器
　５１　比較器
　５２　調整信号発生器
　６０　校正端末
　６１　時系列記録器
　６２　位相差演算器
　６３、６４　位相累積器
　６５　受信機
　７１　送信側制御器
　７２　受信側制御器

【図１】 【図２】
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